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第１５章 雑則（第４６条－第４９条）

附則

第１章 総則

（通則）

第１条 日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び

安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本

国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴

う土地等の使用等に関する特別措置法（昭和２７年法

律第１４０号。以下「特措法」という。）の規定に基

づく土地等（特措法第２条に規定する土地等をいう。

以下同じ。）の使用又は収用（以下「使用（収用）」

という。）については、法令に定めのあるもののほか、

この訓令の定めるところによる。

（使用（収用））

第２条 特措法第３条の規定による使用（収用）は、土

地等の所有者（土地収用法（昭和２６年法律第２１９

号）第５条に規定する権利にあっては、権利者。以下

同じ。）若しくは関係人が契約に応じない場合又は土



地等の所有者若しくは関係人が確認できず若しくはそ

の住所が不明のため契約を締結することができない場

合に行うことができる。

２ 地方防衛局長は、前項の規定に基づき特措法の手続

を行おうとするときは、手続に要する期間を勘案した

上、地方協力局長に協議しなければならない。

（合意の成立等）

第３条 地方防衛局長は、使用（収用）の手続中におい

て、その裁決が行われるまでに土地等の所有者又は関

係人との間に合意が成立したときは、原則として別に

定めるところにより賃（転）貸借又は買収として処理

するものとする。

２ 地方防衛局長は、前項の合意が成立したときは、遅

滞なく、その旨を地方協力局長に報告しなければなら

ない。

第２章 使用（収用）の準備

（所有者及び関係人の調査）

第４条 地方防衛局長は、土地等を使用（収用）しよう



とするときは、土地等の所有者及び関係人を登記簿、

戸籍簿、住民票その他の書類により厳密に調査し、確

認しなければならない。

（立入りの通知）

第５条 特措法第１４条の規定により適用される土地収

用法（第３６条及び第３８条を除き、以下単に「収用

法」という。）第１１条第１項ただし書の規定による

通知は、別記第１号様式による土地等立入通知書によ

りしなければならない。

２ 前項の場合において立入りが施設及び区域の提供に

ついての閣議決定前であるときは、地方防衛局長は、

地方協力局長に協議しなければならない。

３ 特措法第１８条第１項の規定による通知の様式につ

いては、第１項の規定の例による。この場合において、

別記第１号様式中「防衛大臣」とあるのは、「都道府

県知事」と、「立ち入りたいので」とあるのは「立ち

入るので、防衛大臣に通知しました。つきましては」

と、「第１４条の規定により適用される土地収用法第



１１条第１項ただし書」とあるのは「第１８条第１項

」とする。

第６条 収用法第１２条第１項の規定による通知は、別

記第２号様式による土地等立入通知書によりしなけれ

ばならない。

２ 特措法第１８条第２項の規定による通知の様式につ

いては、第１項の規定の例による。この場合において、

別記第２号様式中「防衛大臣」とあるのは「市町村長

」と、「特別措置法」とあるのは「特別措置法（以下

「特措法」という。）」と、「同法第１２条第１項」

とあるのは「防衛大臣に通知しました。つきましては、

特措法第１８条第２項」とする。

（障害物の伐除及び土地の試掘等の許可申請等）

第７条 収用法第１４条第１項又は第３項の規定による

許可申請は、障害物の伐除に係るものにあっては別記

第３号様式による障害物伐除許可申請書により、土地

の試掘等に係るものにあっては別記第４号様式による

試掘等許可申請書によりしなければならない。



２ 収用法第１４条第２項の規定による通知は、障害物

の伐除に係るものにあっては別記第５号様式による障

害物伐除通知書により、土地の試掘等に係るものにあ

っては別記第６号様式による試掘等通知書によりしな

ければならない。

３ 収用法第１４条第３項後段の規定による通知は、別

記第７号様式による障害物伐除通知書によりしなけれ

ばならない。

第３章 あっせん及び仲裁

（あっせんの申請）

第８条 地方防衛局長は、収用法第１５条の２第１項の

規定によるあっせんを申請しようとするときは、あっ

せん申請書案にあっせんに付する理由を付記した上、

地方協力局長に協議しなければならない。

２ 収用法第１５条の２第１項の規定によるあっせんの

申請は、別記第８号様式によるあっせん申請書により

しなければならない。

３ 地方防衛局長は、収用法第１５条の２第１項の規定



によるあっせんを申請したときは、その旨を地方協力

局長に報告しなければならない。

（あっせん案に対する回答）

第９条 地方防衛局長は、あっせん委員のあっせんに対

し諾否の回答をしようとするときは、回答案を作成し

た上、地方協力局長に協議しなければならない。

（あっせんの打切り）

第１０条 地方防衛局長は、日本国とアメリカ合衆国と

の間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関

する協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措

置法施行令（昭和２７年政令第１４９号。以下「特措

法施行令」という。）第５条の規定により適用される

土地収用法施行令（昭和２６年政令第３４２号）第１

条の７の規定によるあっせん打切りの通知を受けたと

きは、遅滞なく、特措法第４条第１項の規定により使

用（収用）の認定の申請をしなければならない。

（仲裁の申請）



第１１条 地方防衛局長は、収用法第１５条の７第１項

の規定による仲裁を申請しようとするときは、仲裁申

請書案に仲裁を申請する理由を付記した上、地方協力

局長に協議しなければならない。

２ 収用法第１５条の７第１項の規定による仲裁の申請

は、別記第９号様式による仲裁申請書によりしなけれ

ばならない。

３ 地方防衛局長は、収用法第１５条の７第１項の規定

による仲裁を申請したときは、その旨を地方協力局長

に報告しなければならない。

第４章 使用（収用）の認定の申請

（申請書の作成）

第１２条 地方防衛局長は、特措法第４条に規定する使

用認定申請書又は収用認定申請書（以下「使用（収用

）認定申請書」という。）の作成に当たっては、土地

等の範囲を特定するようその書類（特に図面）の記載

に注意しなければならない。

（所有者及び関係人の意見書）



第１３条 地方防衛局長は、特措法第４条第１項に規定

する土地等の所有者及び関係人の意見書を求めようと

するときは、別記第１０号様式による日本国とアメリ

カ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に

基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊

の地位に関する協定の実施に伴う土地等の使用等に関

する特別措置法第４条第１項に規定する意見書の提出

依頼についてにより、相当な期間をおいて、配達証明

及び内容証明の取扱いをする郵便又は民間事業者によ

る信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号

）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは

同条第９項に規定する特定信書便事業者が提供する同

条第２項に規定する信書便の役務のうちこれらの郵便

に準ずる取扱いをするものとして防衛大臣が定めるも

の（以下「配達証明付内容証明郵便等」という。）に

よりこれを依頼しなければならない。

２ 地方防衛局長は、前項の意見書が提出されないとき

は、必要と認めれば土地等の所有者及び関係人に督促



した後、別記第１１号様式による疎明書を使用（収用

）認定申請書に添付しなければならない。

３ 地方防衛局長は、過失なくして土地等の所有者又は

関係人の氏名又は住所を知ることができないため意見

書を求めることができないときは、その事情を明らか

にした疎明書を使用（収用）認定申請書に添付しなけ

ればならない。

（関係行政機関等の意見書）

第１４条 地方防衛局長は、特措法施行令第１条第１項

第２号及び第３号に規定する意見書を求めようとする

ときは、前条第１項に準じてこれをしなければならな

い。ただし、配達証明付内容証明郵便等によることを

要しない。

（農業用地調書）

第１５条 地方防衛局長は、特措法第４条第１項の規定

による使用（収用）の認定を申請しようとする土地に

農地法（昭和２７年法律第２２９号）第２条第１項に

規定する農地又は採草放牧地（以下「農業用地」とい



う。）があるときは、別記第１２号様式による使用（

収用）認定申請土地の農業用地調書を作成し、農業用

地の概略を示す図面を添付の上、使用（収用）認定申

請書とともに防衛大臣に送付しなければならない。

（添付図面）

第１６条 特措法施行令第１条第１項第１号に規定する

土地等の図面は、次の各号に掲げるものをもって作成

しなければならない。

（１） 使用（収用）しようとする土地等の位置を示

す一般図（縮尺１／２５，０００又は１／５０

，０００）

（２） 使用（収用）しようとする土地等の実測平面

図（縮尺１／１００から１／３，０００までの

程度）

（３） 提供土地等の全体（施設及び区域をいう。以

下同じ。）と使用（収用）しようとする土地等

の関連を示す概略図（提供土地等の全体を明ら

かにした図面に、使用しようとする土地は薄い



緑色で、収用しようとする土地は薄い黄色で着

色し、使用（収用）しようとする土地等が、建

物その他土地に定着する物件であるときはこれ

らの存する土地の部分を、権利であるときは当

該権利の目的である物件の存する土地の部分を

薄い赤色で着色すること。）

（４） 必要があるときは使用（収用）しようとする

土地の地番を付した公図の写し

２ 前項の図面は、位置図、実測図、概略図、公図の写

し等の区別を明らかにしなければならない。

３ 第１項第４号の公図の写しは、同項第２号の実測平

面図を作成する際に地番ごとの測量ができないときは、

必ず作成しなければならない。

４ 特措法施行令第１条第１項第２号に規定する図面は、

適宜の縮尺による実測平面図を原則とするものとする。

５ 第１項第２号及び前項の実測平面図には、方位、地

番、隣地の地番、境界標、各測点間の距離、面積算出

表等を記載しなければならない。



（数量の記載）

第１７条 使用（収用）認定申請書並びに特措法施行令

第１条第１項第１号及び第２号に規定する土地等の調

書に記載する数量は、地番別の実測数量とする。ただ

し、登記簿上の面積等は、これを備考欄又は別紙に付

記するとともに、登記事項証明書を添付しなければな

らない。

２ 土地の地番別の実測ができないときは、前項の規定

にかかわらず使用（収用）しようとする土地の総実測

面積を記載し、備考欄又は別紙に登記簿上の地番ごと

の面積及び総面積を付記しなければならない。

（申請理由欄の記載）

第１８条 地方防衛局長は、使用（収用）認定申請書の

使用（収用）の認定を申請する理由欄に、使用（収用

）の認定を申請するに至った土地等の所有者及び関係

人との交渉の経緯のほか、その土地等の使用（収用）

が特措法第３条の要件に該当すると認定するに足りる

具体的理由（使用（収用）しようとする土地等の使用



目的、使用の方法、提供土地等の全体との関連におけ

るその土地等の客観的な必要性等）を詳細に記載しな

ければならない。

第５章 使用（収用）の認定の公告及び通知

（認定の公告）

第１９条 特措法第７条第２項の規定による公告は、別

記第１３号様式による日本国とアメリカ合衆国との間

の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び

区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する

協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法

第７条第２項に基づく使用（収用）の認定公告により

しなければならない。

２ 地方防衛局長は、使用（収用）の認定を公告するに

当たって、公告後、収用法第２８条の３の規定に基づ

き土地等の保全義務が生ずること及び収用法第３９条

第１項の規定による裁決を申請しなければならないこ

と等にかんがみ、公告の対象となる土地等の特定に注

意しなければならない。



（認定の通知）

第２０条 特措法第７条第２項の規定による土地等の所

有者及び関係人への通知は、別記第１４号様式による

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保

障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国にお

ける合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地

等の使用等に関する特別措置法による使用（収用）の

認定について（通知）により、配達証明の取扱いをす

る郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律

第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同

条第９項に規定する特定信書便事業者が提供する同条

第２項に規定する信書便の役務うち配達証明の郵便に

準ずる取扱いをするものとして防衛大臣が定めるもの

（以下「配達証明郵便等」という。）をもってしなけ

ればならない。

（使用（収用）の廃止又は変更に関する報告及び通知

）

第２１条 特措法第８条第１項前段の規定による報告は、



別記第１５号様式による使用（収用）の廃止又は変更

について（報告）によりしなければならない。

２ 特措法第８条第１項後段の規定による通知は、別記

第１６号様式による使用（収用）の廃止又は変更につ

いて（通知）によりしなければならない。

第６章 見積りによる補償金の支払

（見積りによる補償金の支払）

第２２条 地方防衛局長は、収用法第４６条の４第１項

の規定により自己の見積りによる補償金を支払おうと

するときは、補償金支払請求書の写し、見積りによる

補償金の算定調書その他参考となる書類を地方協力局

長に送付しなければならない。

２ 収用法第４６条の４第３項の規定による通知は、別

記第１７号様式による見積り補償金の支払通知書によ

りしなければならない。

第７章 裁決申請準備手続

（協議の確認の申請）

第２３条 地方防衛局長は、収用法第１１６条第１項の



規定による協議の確認を申請するときは、同条第２項

に規定する確認申請書案及び協議成立の経緯、協議確

認申請の理由等を記載した書類を添付の上、地方協力

局長に協議しなければならない。

（土地物件調査のための立入通知）

第２４条 収用法第３５条第２項の規定による通知は、

別記第１８号様式による立入通知書によりしなければ

ならない。

（土地調書及び物件調書の作成）

第２５条 収用法第３６条第２項の規定による土地等の

所有者及び関係人の立会及び署名押印の要請は、別記

第１９号様式による立会要請についてによりしなけれ

ばならない。

（防衛大臣への立会及び署名押印の要請）

第２６条 収用法第３６条第４項の規定による防衛大臣

の立会及び署名押印の要請は、別記第２０号様式によ

る立会要請についてによりしなければならない。

（土地調書等の作成手続の特例）



第２７条 収用法第３６条の２第１項第１号の規定によ

り土地調書を作成しようとする場合における同条第２

項の申出書は、別記第２１号様式による土地調書作成

の特例手続の申出書とする。

２ 収用法第３６条の２第１項第２号の規定により物件

調書を作成しようとする場合における同条第２項の申

出書は、別記第２２号様式による物件調書作成の特例

手続の申出書とする。

３ 収用法第１３８条第１項において準用する収用法第

３６条の２第１項第１号の規定により権利調書を作成

しようとする場合における収用法第１３８条第１項に

おいて準用する収用法第３６条の２第２項の申出書は、

別記第２１号様式の例によるものとする。

４ 収用法第１３８条第１項において準用する収用法第

３６条の２第１項第１号又は第２号の規定により立木、

建物その他土地に定着する物件又は建物にある設備若

しくは備品で当該建物の運営上これと一体的に使用さ

れるべきものの調書又は物件調書を作成しようとする



場合における収用法第１３８条第１項において準用す

る収用法第３６条の２第２項の申出書は、別記第２２

号様式の例によるものとする。

第２８条 収用法第３６条の２第５項の規定による通知

は、同条第１項第１号に掲げる場合にあっては別記第

２３号様式による土地調書作成の特例手続の申出書に

係る公告について（通知）により、同項第２号に掲げ

る場合にあっては別記第２４号様式による物件調書作

成の特例手続の申出書に係る公告について（通知）に

より、それぞれ配達証明郵便等をもってしなければな

らない。

２ 収用法第１３８条第１項において準用する収用法第

３６条の２第１項第１号の規定により権利調書を作成

しようとする場合における収用法第１３８条第１項に

おいて準用する収用法第３６条の２第５項の規定によ

る通知は、別記第２３号様式の例により、収用法第１

３８条第１項において準用する収用法第３６条の２第

１項第１号又は第２号の規定により立木、建物その他



土地に定着する物件又は建物にある設備若しくは備品

で当該建物の運営上これと一体的に使用されるべきも

のの調書又は物件調書を作成しようとする場合におけ

る収用法第１３８条第１項において準用する収用法第

３６条の２第５項の規定による通知は、別記第２４号

様式の例により、それぞれ配達証明郵便等をもってし

なければならない。

第８章 収用委員会の裁決

（裁決申請、明渡裁決の申立て及び裁決における留意

事項）

第２９条 地方防衛局長は、収用法第３９条第１項の規

定による裁決申請又は収用法第４７条の３第１項の明

渡裁決の申立てをしようとするときは、法令に規定す

る書類を完備するほか、特に次の各号に掲げる事項に

留意しなければならない。

（１） 収用法第４０条第１項第２号ハの使用の方法

は、収用法第８０条の２第１項の損失補償、収

用法第８１条第１項の使用に代わる収用の請求、



収用法第１０５条第２項前段の原状回復の請求

等を考慮して、できるだけ具体的に記載するこ

と。

（２） 収用法第４０条第１項第２号ホ又は収用法第

４７条の３第１項第１号ニの損失補償の見積り

及びその内訳は、駐留軍ノ用ニ供スル土地等ノ

損失補償等要綱（昭和２７年７月４日閣議了解

）等に準じて算出し、記載すること。

２ 地方防衛局長は、収用法第３９条第１項の規定によ

る裁決申請をしようとするとき、又は収用法第４７条

の３第１項の明渡裁決の申立てをしようとするときは、

裁決申請にあっては裁決申請書案及びその添付書類を、

明渡裁決の申立てにあっては明渡裁決申立書案及び収

用法第４７条の３第１項に規定する書類の案を添付の

上、地方協力局長に協議しなければならない。

３ 地方防衛局長は、裁決申請書及びその添付書類又は

収用法第４７条の３第１項に規定する書類の欠陥の補

正、収用委員会の審理の経過等について、収用委員会



と終始連絡の上、速やかに裁決を得られるよう努力し、

審理中における法律上その他の紛争については、遅滞

なく、地方協力局長に報告しなければならない。

４ 地方防衛局長は、収用委員会が裁決申請書及びその

添付書類又は明渡裁決申立書及び収用法第４７条の３

第１項に規定する書類を受理したときは、その裁決申

請書及びその添付書類又は明渡裁決申立書及び収用法

第４７条の３第１項に規定する書類の写しを地方協力

局長に送付し、その旨を報告しなければならない。た

だし、第２項において協議した裁決申請書案及びその

添付書類又は収用法第４７条の３第１項に規定する書

類が欠陥の補正を命ぜられることなく受理された場合

には、その裁決申請書及びその添付書類又は明渡裁決

申立書及び収用法第４７条の３第１項に規定する書類

の写しを送付する必要はない。

５ 地方防衛局長は、裁決が行われたときは、遅滞なく、

裁決書を添付の上、地方協力局長に協議しなければな

らない。



第９章 測量、使用（収用）の廃止等による損失

の補償

（測量、調査等による損失の補償）

第３０条 収用法第９１条第１項の規定による補償は、

損失を受けた者から別記第２５号様式による測量、調

査等による損失補償請求書を提出させた上で、駐留軍

の用に供する土地等の賃借等の処理に関する訓令（平

成１９年防衛省訓令第７６号。以下「処理訓令」とい

う。）に規定する測量、調査等による損失の補償に準

じて行わなければならない。

（使用（収用）の廃止、変更等による損失の補償）

第３１条 収用法第９２条第１項の規定による補償は、

損失を受けた者から別記第２６号様式による使用（収

用）の廃止、変更、認定の失効又は裁決の失効による

損失補償請求書を提出させた上で、処理訓令に規定す

る使用の廃止等による損失の補償に準じて行わなけれ

ばならない。

（使用（収用）する土地等以外の土地等に関する損失



補償）

第３２条 収用法第９３条第１項の規定による補償は、

損失を受けた者から別記第２７号様式による使用（収

用）する土地等以外の土地等の損失補償請求書を提出

させた上で処理訓令に規定する隣接財産の損失の補償

に準じて行わなければならない。

（前３条による損失補償の裁決申請）

第３３条 地方防衛局長は、収用法第９４条第２項の規

定により収用委員会の裁決を申請しようとするときは、

その裁決申請書案を添付の上、地方協力局長に協議し

なければならない。

第１０章 使用（収用）に関する特別手続

（和解）

第３４条 地方防衛局長は、収用法第５０条第１項の規

定に基づき収用委員会が審理の途中において和解を勧

めたとき及び同条第２項の規定に基づき収用委員会に

和解調書の作成を申請しようとするときは、地方協力

局長に協議しなければならない。



（暫定使用のための担保の提供）

第３５条 地方防衛局長は、特措法第１５条第２項の規

定による担保の提供をしようとするときは、見積りに

よる補償金の算定調書その他参考となる書類を地方協

力局長に送付しなければならない。

（暫定使用による損失補償の裁決申請）

第３６条 地方防衛局長は、特措法第１７条第２項の規

定により、収用委員会に土地収用法第９４条第２項の

規定による裁決を申請しようとするときは、その裁決

申請書案を添付の上、地方協力局長に協議しなければ

ならない。

第１１章 土地等の返還

（土地等の返還通知）

第３７条 地方防衛局長は、収用法第１０５条第１項及

び特措法第１１条第１項の規定により土地等を所有者

及び関係人に返還しようとするときは、駐留軍から返

還された民公有土地等の引渡し等に関する訓令（平成

１９年防衛省訓令第７５号）第６条の例により土地等



の所有者及び関係人に通知しなければならない。

（引渡調書の作成）

第３８条 地方防衛局長は、引渡調書を作成するため特

措法第１３条第３項において準用する土地収用法第３

６条第２項及び第４項の規定による立会を要請しよう

とするときは、それぞれ第２５条及び第２６条の例に

よってしなければならない。

第３９条 地方防衛局長は、第３７条の規定により通知

した土地等について、実弾、演習弾その他危険物等を

調査し、及び処理したときは、当該土地等に係る引渡

調書の返還時の状況欄に実弾、演習弾その他危険物等

の調査及び処理の方法及び結果について記載するもの

とする。

第１２章 土地等の返還に伴う損失補償等

（損失補償等の手続）

第４０条 地方防衛局長は、収用法第１０５条第２項本

文の規定に基づき土地等を原状に回復しなければなら

ないとき、特措法第１１条第１項及び第２項の規定に



基づき原状に回復しないで土地等の所有者及び関係人

の受けた損失を補償しようとするとき、又は特措法第

１１条第３項の規定に基づき利得金を償還させようと

するときは、地方協力局長に協議した上で、駐留軍か

ら返還された民公有土地等の引渡し等に関する訓令の

相当規定の例により処理しなければならない。

２ 地方防衛局長は、特措法施行令第２条第２項の規定

による建物所有者からの利得金の延納許可申請書を受

理したときは、意見を添えて、地方協力局長に協議し

なければならない。

第１３章 緊急裁決

（緊急裁決の申立て及び裁決における留意事項）

第４１条 地方防衛局長は、特措法第１９条第１項の規

定による申立てをしようとするときは、緊急裁決申立

書案を添付の上、地方協力局長に協議しなければなら

ない。

２ 地方防衛局長は、緊急裁決申立書の緊急裁決を申し

立てる理由欄に、特定土地等に係る明渡裁決が遅延す



ることによって当該特定土地等の使用（収用）に支障

を及ぼすおそれがあること等緊急裁決をするに足りる

具体的理由（特定土地等を使用（収用）する必要があ

る期日の見込み、その理由等）を詳細に記載しなけれ

ばならない。

３ 地方防衛局長は、特措法第１９条第１項に規定する

緊急裁決又は特措法第２１条第１項に規定する補償裁

決が行われたときは、遅滞なく、裁決書を添付の上、

地方協力局長に協議しなければならない。

（仮住居による補償）

第４２条 地方防衛局長は、特措法第２６条において準

用する公共用地の取得に関する特別措置法（昭和３６

年法律第１５０号。以下単に「公共用地特措法」とい

う。）第２３条第１項の規定による要求は、別記第２

８号様式による仮住居提供要求書によりしなければな

らない ｡

２ 地方防衛局長は、公共用地特措法第２３条第１項の

規定による要求をしようとするときは、仮住居提供要



求書案及び同項に規定する建物の所有者が仮住居を必

要とする理由等を記載した書類を添付の上、地方協力

局長に協議しなければならない。

３ 地方防衛局長は、公共用地特措法第２９条第２項の

規定による収用委員会の確認を受けようとするときは、

申請書案を添付の上、地方協力局長に協議しなければ

ならない。

４ 地方防衛局長は、収用委員会の確認を受けたときは、

遅滞なく、確認書の写しを地方協力局長に送付しなけ

ればならない。

第１４章 代行裁決等

（事件の送致の申立て）

第４３条 地方防衛局長は、特措法第２２条第１項の規

定による申立てをしようとするときは、事件の送致の

申立書案を添付の上、地方協力局長に協議しなければ

ならない。

２ 地方防衛局長は、特措法第２２条第５項に規定する

通知を受けたときは、遅滞なく、当該通知の写しを地



方協力局長に送付しなければならない ｡

（代行裁決の請求）

第４４条 特措法第２３条第２項の規定による請求は ､

別記第２９号様式による代行裁決請求書によりしなけ

ればならない ｡

２ 地方防衛局長は、特措法第２３条第２項の規定によ

る請求をしようとするときは、代行裁決請求書案を添

付の上、地方協力局長に協議しなければならない。

（裁決における留意事項）

第４５条 地方防衛局長は、代行裁決等が行われたとき

は、遅滞なく、裁決書を添付の上、地方協力局長に協

議しなければならない。

第１５章 雑則

（現物給付の要求）

第４６条 地方防衛局長は、公共用地特措法第４６条の

規定による現物給付の要求に対し回答をしようとする

ときは、回答案を添付の上、地方協力局長に協議しな

ければならない。



（生活再建等のための措置）

第４７条 地方防衛局長は、公共用地特措法第４７条第

３項の規定による生活再建の協議に対し回答をしよう

とするときは、回答案を添付の上、地方協力局長に協

議しなければならない。

（異例なものの処理）

第４８条 地方防衛局長は、異例なものの処理について

は、地方協力局長に協議しなければならない。

（委任規定）

第４９条 この訓令の実施に関し必要な事項は、地方協

力局長が定める。

附 則

この訓令は、平成１９年９月１日から施行する。

附 則（平成２８年３月３１日省訓第３６号）

１ この訓令は、行政不服審査法の施行の日（平成２８

年４月１日）から施行する。

２ 行政庁の処分又は不作為についての不服申立てであ

って、この訓令の施行前にされた行政庁の処分又はこ



の訓令の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為に

係るものについては、なお従前の例による。

附 則（令和元年５月３１日省訓第５号）

１ この訓令は、令和元年５月３１日から施行する。

２ この訓令による改正後の様式を使用するに当たって

は、必要に応じ、各様式中「令和」とあるのは「平成

」とする修正を加えたものを使用することができる。

附 則（令和２年１２月２８日省訓第６７号）（

抄）

（施行期日）

１ この訓令は、令和２年１２月２８日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。

（１）・（２）（略）

（経過措置）

２ この訓令の施行の際現にあるこの訓令による改正前

の様式（次項において「旧様式」という。）により使

用されている書類は、この訓令による改正後の様式に



よるものとみなす。

３ この訓令の施行の際現にある旧様式による用紙につ

いては、当分の間、これを取り繕って使用することが

できる。



別記第１号様式（第５条関係）

文 書 番 号

年 月 日

防 衛 大 臣 殿

防 衛 局 長

土 地 等 立 入 通 知 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法による使用（収用）の準備のため、下記の土地等に立

ち入りたいので、同法第14条の規定により適用される土地収用法第11条第１項ただ

し書の規定により、下記のとおり通知する。

記

１ 立ち入ろうとする土地等の区域

２ 立ち入ろうとする期間

令和 年 月 日から令和 年 月 日まで

３ 土地等の占有者の住所氏名

注：１ 立ち入ろうとする土地等の区域は、土地の場合は登記簿の記録により表示

し、建物の場合は適宜特定できるように表示すること。ただし、登記簿に記

録がないとき、又は立ち入ろうとする土地が広範囲にわたる場合で本文によ

って表示することが適当でないときは、適当な縮尺の平面図を添付し、郡、

市区町村及び字をもって表示すること。

２ 土地等の占有者の住所氏名を確認することができない場合は、その旨を記

載すること。



別記第２号様式（第６条関係）

文 書 番 号

年 月 日

防 衛 大 臣 殿

防 衛 局 長

土 地 等 立 入 通 知 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法による使用（収用）の準備のため、同法第14条の規定

により適用される土地収用法第11条第３項の規定により、下記のとおり土地等に立

ち入るので、同法第12条第１項の規定により通知する。

記

立ち入ろうとす 立ち入ろうとす 土地等の占有者 氏 名

る 日 時 る 場 所 の 住 所

１

２

３

注：１ 立ち入ろうとする日時、立ち入ろうとする場所及び土地等の占有者の住所、

氏名は、それぞれ照応するものでなければならない。

２ 立ち入ろうとする場所は、地番まで記載すること。

３ 土地等の占有者の住所、氏名を確認することができない場合は、その旨

を記載すること。



別記第３号様式（第７条関係）

文 書 番 号

年 月 日

防 衛 大 臣 殿

防 衛 局 長

障 害 物 伐 除 許 可 申 請 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法による使用（収用）の準備のため、同法第14条の規定

第１項
により適用される土地収用法第14条 の規定により、測量及び調査の障害とな

第３項

る物件について、下記のとおり伐除の許可を申請する。

記

１ 伐除の目的

２ 障害物の所在する地点

３ 障害物の種類及び数量

４ 障害物の所有者及び占有者の住所氏名

５ 伐除の方法及び範囲

６ 伐除の時期又は期間

７ 伐除許可申請の理由

注：１ 障害物の所在する地点には、地番を記入すること。ただし、地番記入が困

難なときには字の名称により、適当な縮尺の平面図を添付すること。

２ 障害物の種類及び数量は、その概数を簡明に記載すること。

３ 伐除許可申請の理由は、拒絶、面接不能、居所不明等申請に至った事情を

具体的に記載すること。

土地収用法第14条第３項の規定による許可を受けようとする場合は、あら

かじめ所有者及び占有者の同意を得ることが困難である事情を述べ、障害物

の現状の損傷の程度等を記載するものとする。

４ 不用の文字は削ること。



別記第４号様式（第７条関係）

文 書 番 号

年 月 日

防 衛 大 臣 殿

防 衛 局 長

試 掘 等 許 可 申 請 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法による使用（収用）の準備のため、同法第14条の規定

により適用される土地収用法第14条第１項の規定により、下記のとおり、試掘等の

許可を申請する。

記

１ 試掘等の目的

２ 試掘等を行う地点

３ 試掘等を行うに必要な土地の面積及び種類

４ 障害物の種類及び数量

５ 土地及び障害物の所有者及び占有者の住所氏名

６ 試掘等の方法及び範囲

７ 試掘等の時期又は期間

８ 試掘等許可申請の理由

注：１ 試掘等の目的は、その内容を具体的に記載すること。

２ 試掘等を行う地点は、障害物伐除許可申請書の注を参照のこと。

３ 試掘等の方法及び範囲は、試掘、試すい及び伐除の実施方法、規模等を記

載すること。

４ 試掘等許可申請の理由は、障害物伐除許可申請書の注を参照のこと。



別記第５号様式（第７条関係）

文 書 番 号

年 月 日

（所有者及び占有者）殿

防 衛 局 長

障 害 物 伐 除 通 知 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第14条第１

項の規定により、防衛大臣の許可を受けたので、下記のとおり障害物を伐除いたし

たく、同条第２項の規定により通知します。

記

１ 障害物の所在する土地

２ 障害物の種類及び数量

３ 伐除の方法及び範囲

４ 伐除の時期又は期間

５ 伐除する物件の位置

添付書類：障害物伐除許可証の写し

注：１ 土地の表示は、できる限り障害物の所在地の地番までを記載するものとし、

地番を確知できない場合は適当な縮尺の平面図を添付し、障害物を特定する

よう記載すること。

２ 通知書において引用する法律の各条項を抜き書きして添付すること。



別記第６号様式（第７条関係）

文 書 番 号

年 月 日

（所有者及び占有者）殿

防 衛 局 長

試 掘 等 通 知 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第14条第１

項の規定により、防衛大臣の許可を受けたので、下記のとおり土地の試掘等を行い

たく、同条第２項の規定により通知します。

記

１ 試掘等の内容

２ 試掘等を行おうとする土地

３ 試掘等の方法及び範囲

４ 試掘等を行う時期又は期間

５ 伐除する物件の処置

添付書類：土地の試掘等許可証の写し

注：１ 試掘等の内容は、試掘、試すい及びこれらに伴う障害物の伐除のうち必要

なものを記載すること。

２ 通知書において引用する法律の各条項を抜き書きして添付すること。



別記第７号様式（第７条関係）

文 書 番 号

年 月 日

（所有者及び占有者）殿

防 衛 局 長

障 害 物 伐 除 通 知 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第14条第３

項の規定により、防衛大臣の許可を受け、下記のとおり障害物を伐除したので通知

します。

記

１ 障害物の所在した土地

２ 障害物の種類及び数量

３ 伐除の方法及び範囲

４ 伐除を行った時期又は期間

５ 伐除した物件の処置

添付書類：障害物伐除許可証の写し

注：１ 通知書において引用する法律の各条項を抜き書きして添付すること。

２ 損失補償の請求方法についても併せて通知することが望ましい。



別記第８号様式（第８条関係）

文 書 番 号

年 月 日

防 衛 大 臣 殿

防 衛 局 長

あ っ せ ん 申 請 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第15条の２

第１項の規定により、下記事案についてあっせん委員のあっせんに付されたく申請

する。

記

１ 紛争に係る土地等の所在地、種類及び数量の概数

２ 相手方の住所氏名

３ 申請の趣旨

４ 紛争の問題点及び交渉経過の概要

５ その他あっせんを行うに参考となる事項

注：１ 紛争に係る土地等の所在地、種類及び数量の概数は、郡市区町村字名、地

番、地目、地積等を記載すること。

２ 相手方の住所氏名は、関係人があれば併せてその住所氏名を記載すること。

３ 申請の趣旨は「○○村内に所在する土地等を駐留軍の用に供するに当たり

相手方○○と土地等の補償額について協議が成立しないため、あっせんによ

り土地等を使用（買収）したいので、申請する。」等と記載すること。

４ その他あっせんを行うに参考となる事項は、補償金の見積額、その積算根

拠、使用の方法及び期間、買収時期等を記載し、使用（買収）する土地等の

図面を添付すること。



別記第９号様式（第１１条関係）

文 書 番 号

年 月 日

防 衛 大 臣 殿

申請者

住 所

氏 名

防 衛 局 長

仲 裁 申 請 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第15条の７

第１項の規定により、下記事案について仲裁委員による当該紛争の仲裁を申請する。

記

１ 申請の趣旨

２ 紛争に係る土地等を特定するに足りる事項

３ 土地等の取得に関して関係当事者間において成立した合意（当該土地等の取得

に際しての対償に関するものを除く。）の内容

４ 紛争に係る交渉経過の概要その他仲裁を行うに参考となる事項

注：１ 紛争に係る土地等を特定するに足りる事項は、郡市区町村字名、地番、地

目、地積等を記載し、使用（買収）する土地等の図面を添付すること。

２ その他仲裁を行うに参考となる事項は、補償金の見積額、その積算根拠を

記載すること。

３ 仲裁契約について証書があるときは、当該証書又はその写しを添付するも

のとする。



別記第１０号様式（第１３条関係）

文 書 番 号

年 月 日

（所有者及び関係人）殿

防 衛 局 長

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条

に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関

する協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法第４条第

１項に規定する意見書の提出依頼について

下記土地等について、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条

約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協

定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法第４条第１項の規定に基づく使

用（収用）の認定を申請するに当たり、同項の御意見を承りたく依頼します。

なお、お手数ではありますが、意見書は来る 年 月 日までに御提出下さい。

記

１ 使用（収用）の認定を申請しようとする土地等

ア 所 在 地

イ 種 類

ウ 数 量

２ 駐留軍の使用目的及び使用方法

注： 文書において引用する法律の各条項を抜き書きして添付すること。



別記第１１号様式（第１３条関係）

疎 明 書

令和 年 月 日付け第 号をもって所有者（関係人） に対し、

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及

び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等の

使用等に関する特別措置法第４条第１項の意見を照会したが、今日に至るもその回

答が得られないので、疎明書をもってこれに代えるものである。

令和 年 月 日

防 衛 局 長

添付書類：令和 年 月 日付け第 号

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に

基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する

協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法第４条第１項に

規定する意見書の提出依頼についての写し



別記第１２号様式（第１５条関係）

使用（収用）認定申請土地の農業用地調書

地 積 (㎡) 使用(収用)

所在 地番 種別 実 測 登記簿上 しようとす 備 考

る面積(㎡)

施設及び区域の総面積

合 計 ㎡

認定申請土地 ㎡

令和 年 月 日

防 衛 局 長

注：１ 種別欄には、農地（田畑等の区別も併記）、採草放牧地の区別を記載する

こと。

２ 備考欄には、必要とするときは、現在の用途状況等を記載すること。



別記第１３号様式（第１９条関係）

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六

条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位

に関する協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法第

７条第２項に基づく使用（収用）の認定公告

令和 年 月 日付けをもって下記土地等について、日本国とアメリカ合

衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国

における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別

措置法第５条による使用（収用）の認定があったので、同法第７条第２項の規定に

より公告する。

記

数 量

所 在 地番 種類 実測 登記簿上 備 考

合 計

令和 年 月 日

防 衛 局 長

注： 土地等が土地の場合で地番ごとの測量ができなかったときは、実測数量は、

合計面積だけ記載すること。



別記第１４号様式（第２０条関係）

文 書 番 号

年 月 日

（所有者及び関係人）殿

防 衛 局 長

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条

に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関

する協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法による使

用（収用）の認定について（通知）

令和 年 月 日付けをもって下記土地等について、日本国とアメリカ合

衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国

における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別

措置法第５条に基づく使用（収用）の認定があったので、同法第７条第２項の規定

により通知します。

記

数 量

所 在 地番 種類 実測 登記簿上 備 考

合 計

注：１ 土地等が土地の場合で地番ごとの測量ができなかったときは、実測数量は、

合計面積だけ記載すること。

２ 文書において引用する法律の各条項を抜き書きして添付すること。



別記第１５号様式（第２１条関係）

文 書 番 号

年 月 日

防 衛 大 臣 殿

防 衛 局 長

使用（収用）の廃止又は変更について（報告）

令和 年 月 日付けをもって日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力

及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の

地位に関する協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法第５条による使

用（収用）の認定のあった下記土地等については、これを使用（収用）する必要が

なくなったので、同法第８条第１項前段の規定により報告する。

記

使用（収用）の認定を受けた地方防衛局長の名称 防衛局長

所 在

使用（収用）する必要 種 類 地 番 数 量 備 考

がなくなった土地等

使用（収用）する必要

が な く な っ た 理 由



別記第１６号様式（第２１条関係）

文 書 番 号

年 月 日

（所有者及び関係人）殿

防 衛 局 長

使用（収用）の廃止又は変更について（通知）

令和 年 月 日付け第 号をもって使用（収用）の認定があったこと

を通知しました下記土地等については、今般その土地等を使用（収用）する必要が

なくなりましたので、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約

第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定

の実施に伴う土地等の使用等に関する特別措置法第８条第１項後段の規定により通

知します。

記

数 量

所 在 地番 種類 実測 登記簿上 備 考

合 計

注： 文書において引用する法律の各条項を抜き書きして添付すること。



別記第１７号様式（第２２条関係）

文 書 番 号

年 月 日

（先取特権者、質権者及び抵当権者）殿

防 衛 局 長

見 積 り 補 償 金 の 支 払 通 知 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第46条の４

第３項の規定に基づき、下記のとおり通知します。

記

１ 支払に係る土地等の所在、地番及び地目等

２ 支払に係る権利の種類及び内容

３ 支払の相手方の住所氏名

注： 文書において引用する法律の各条項を抜き書きして添付すること。



別記第１８号様式（第２４条関係）

文 書 番 号

年 月 日

（占有者）殿

防 衛 局 長

立 入 通 知 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第35条第１

項の規定により、下記のとおり土地等に立ち入りたいので、同条第２項の規定によ

り通知します。

記

１ 立ち入ろうとする土地等の所在

２ 立ち入ろうとする時期又は期間

３ 立入りの目的

注： 通知書において引用する法律の各条項を抜き書きして添付すること。



別記第１９号様式（第２５条関係）

文 書 番 号

年 月 日

（所有者及び関係人）殿

防 衛 局 長

立 会 要 請 に つ い て

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第36条第１

項の規定により土地調書及び物件調書を作成するので、同条第２項の規定により、

下記のとおりあなたの立会い及び署名押印を依頼します。

記

１ 土地等の所在

２ 立会いの日時及び場所

注： 文書において引用する法律の各条項を抜き書きして添付すること。



別記第２０号様式（第２６条関係）

文 書 番 号

年 月 日

防 衛 大 臣 殿

防 衛 局 長

立 会 要 請 に つ い て

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第36条第１

項の規定により土地調書及び物件調書を作成するので、同条第４項の規定により、

下記のとおり、防衛大臣又は防衛大臣が指名する者の立会い及び署名押印を依頼す

る。

記

１ 土地等の所在

２ 土地等の所有者及び関係人の住所氏名

３ 立会い及び署名押印を依頼する理由

４ 立会いの日時及び場所

５ 使用（収用）認定の告示の年月日及び番号

注：１ 土地等の所有者及び関係人の住所氏名は、過失なくして知ることができな

い場合はその旨を疎明すること。

２ 立会い及び署名押印を依頼する理由は、土地等の所有者又は関係人の署名

押印拒否、不能等の理由を具体的に記載すること。



別記第２１号様式（第２７条関係）

文 書 番 号

年 月 日

防 衛 大 臣 殿

防 衛 局 長

土 地 調 書 作 成 の 特 例 手 続 の 申 出 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第36条の２

第１項の規定により土地調書を作成したいので、同条第２項の規定により申し出る。

記

１ 使用（収用）認定の告示の年月日

２ 特例手続の対象地の所在

３ 当該対象地の土地の所有者及び当該土地に関して権利を有する関係人（地方防

衛局長が過失なくして知ることができない者を除く。）の数

４ ３のうち、補償金の見積額が政令で定める額以下の者の数

注： ３及び４は、特例手続の対象となる１筆の土地ごとに記載すること。



別記第２２号様式（第２７条関係）

文 書 番 号

年 月 日

防 衛 大 臣 殿

防 衛 局 長

物 件 調 書 作 成 の 特 例 手 続 の 申 出 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第36条の２

第１項の規定により物件調書を作成したいので、同条第２項の規定により申し出る。

記

１ 使用（収用）認定の告示の年月日

２ 特例手続の対象地の所在

３ 当該対象地にある物件に関して権利を有する関係人（地方防衛局長が過失なく

して知ることができない者を除く。）の数

４ ３のうち、補償金の見積額が政令で定める額以下の者の数

注： ３及び４は、特例手続の対象となる１筆の土地ごとに記載すること。



別記第２３号様式（第２８条関係）

文 書 番 号

年 月 日

（所有者及び関係者）殿

防 衛 局 長

土地調書作成の特例手続の申出書に係る公告について（通知）

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第36条の２

第３項の規定に基づき下記事項の公告があったので、同条第５項の規定により通知

します。

当該公告に係る土地調書の写しは において、公告の日から１箇月間縦

覧に供されます。

なお、同調書の記載事項について異議があれば、縦覧期間（１箇月間）内に地方

防衛局長に、その内容を記載した異議申出書を提出してください。

記

１ 地方防衛局長の名称

２ 土地の所在地

注： 文書において引用する法律の各条項を抜き書きして添付すること。



別記第２４号様式（第２８条関係）

文 書 番 号

年 月 日

（所有者及び関係者）殿

防 衛 局 長

物件調書作成の特例手続の申出書に係る公告について（通知）

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第36条の２

第３項の規定に基づき下記事項の公告があったので、同条第５項の規定により通知

します。

当該公告に係る物件調書の写しは において、公告の日から１箇月間縦

覧に供されます。

なお、同調書の記載事項について異議があれば、縦覧期間（１箇月間）内に地方

防衛局長に、その内容を記載した異議申出書を提出してください。

記

１ 地方防衛局長の名称

２ 物件の所在地

注： 文書において引用する法律の各条項を抜き書きして添付すること。



別記第２５号様式（第３０条関係）

年 月 日

防 衛 局 長 殿

請求者 住 所

氏 名

測 量 、 調 査 等 に よ る 損 失 補 償 請 求 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第91条第１

項の規定により、下記のとおり補償を請求する。

記

１ 損失を受けた原因

２ 損失の内容

３ 補償請求額及びその積算根拠

４ その他参考となる事項



別記第２６号様式（第３１条関係）

年 月 日

防 衛 局 長 殿

請求者 住 所

氏 名

使用（収用）の廃止、変更、認定の失効又は裁決の失効による

損失補償請求書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第92条第１

項の規定により、下記のとおり補償を請求する。

記

廃止（変更）をした

１ 使用（収用）の認定が失効した 土地等の認定公告前の状況

裁決が失効した

２ 損失の事実

ア 発生の場所

イ 発生の時期

ウ 損失の内容

３ 補償請求額及びその積算根拠

４ その他参考となる事項

注： 不用の文字は削ること。



別記第２７号様式（第３２条関係）

年 月 日

防 衛 局 長 殿

請求者 住 所

氏 名

使用（収用）する土地等以外の土地等の損失補償請求書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第14条の規定により適用される土地収用法第93条第１

工事費の補償
項の規定により、下記のとおり を請求する。

工事の代行

記

１ 使用（収用）の土地等の所在

２ 工事を必要とする土地等の所在、種類及び数量

３ 工事の内容

４ 補償請求額及びその積算根拠

（工事の代行の場合は、工事の代行を必要とする理由）

５ その他参考となる事項

注： 不用の文字は削ること。



別記第２８号様式（第４２条関係）

文 書 番 号

年 月 日

収 用 委 員 会 殿

防 衛 局 長

仮 住 居 提 供 要 求 書

年 月 日に裁決を申請しました事件について、日本国とアメリカ

合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本

国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等の使用等に関する特

別措置法第26条において準用する公共用地の取得に関する特別措置法第23条第１項

の規定により、仮住居に要する費用に充てるべき補償金に代えて、下記のとおり仮

住居を提供することを要求します。

記

１ 仮住居の提供に係る土地等の所在、地番及び地目等

２ 仮住居の位置

３ 仮住居の構造

４ 仮住居の規模

５ 仮住居の提供期間

６ その他仮住居に関して参考となる事項



別記第２９号様式（第４４条関係）

文 書 番 号

年 月 日

防 衛 大 臣 殿

防 衛 局 長

代 行 裁 決 請 求 書

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設

及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う土地等

の使用等に関する特別措置法第23条第2項の規定により、下記のとおり収用委員会

に代わって裁決を行うことを請求する。

記

１ 代行裁決の請求に係る土地等の所在、地番及び地目等

２ 権利取得裁決の有無及び既にされているときは、その年月日

３ 土地若しくは物件の引渡し又は物件の移転の期日

４ 代行裁決を請求する理由


